
答案⽤紙ご使⽤上の注意点 
 

⽇頃より弊社書籍をご利⽤いただき誠にありがとうございます。 

税理⼠とおるテキスト＆ゼミ法⼈税法＜完成編＞の「答案⽤紙」をご利⽤いた

だくにあたり、次の点にご注意ください。 

 

⑴ 本資料「答案⽤紙」では、計算の流れ（ヒント）を⽰すため、解答項⽬の柱

を挙げてありますが、税理⼠試験では、別表や計算過程に解答箇所の指定はあ

るものの、原則として⽩紙の状態の計算過程欄に解答を記⼊していくことにな

ります。 

⑵ したがって、まず解答項⽬の柱が記載されている「答案⽤紙」をご使⽤いた

だいて計算の内容を把握し、次に解き直しを⾏う際に次ページに⽰す⽩紙の状

態の「答案⽤紙」をご使⽤いただくと、効率的に学習が進みます。 

 

今後とも読者に喜ばれる書籍を作っていきたいと思いますので、どうぞよろし

くお願いいたします。 

 

ネットスクール株式会社  

藤⽥健吾 



[計算過程] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：円) 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
 

算 

 
  

減 
 

算 

   

仮    計   

   

 



Chapter 1 組織再編成 

 

問題１ 適格判定（合併） 
 

【設問１】  

【設問２】  

【設問３】  

 

 

問題２ みなし配当（合併⑴） 
 

⑴ 会社計上の簿価 

700×3,000＝2,100,000円 

⑵ 税務上の簿価 

2,100,000＋1,400,000＝3,500,000円 

⑶ 計上もれ 

⑵－⑴＝1,400,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算Ｂ 社 株 式 計 上 も れ 1,400,000 1,400,000

 

減
算

  

 

 

問題３ みなし配当（合併⑵） 
 

１．有価証券 

⑴ 会社計上の簿価 

710×20,000＝14,200,000円 

⑵ 税務上の簿価 

14,200,000＋400×20,000＝22,200,000円 

⑶ 計上もれ 

⑵－⑴＝8,000,000円 

２．受取配当等 

⑴ みなし配当 

400×20,000＝8,000,000円 

⑵ 配当等の額 

8,000,000＋200×20,000＝12,000,000円 

⑶ 控除負債利子の額 

128,400円 



⑷ 益金不算入額 

(⑵－⑶)×50％＝5,935,800円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

Ｂ 社 株 式 計 上 も れ 8,000,000 8,000,000
 

減
算 

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額 5,935,800 ※ 5,935,800 

 

 

問題４ 適格合併による移転減価償却資産・合併法人 
 

１．建物Ｂ 

⑴ 償却限度額 

50,000,000×0.9×0.042×
８

12
＝1,260,000円 

⑵ 償却超過額 

800,000－1,260,000＝△460,000 

460,000円＞26,300,000－26,000,000＝300,000円  ∴ 300,000円（認 容） 

２．建物Ｃ 

⑴ 耐用年数 

(24－４)＋20×20％＝20.4 → 20年 

⑵ 償却限度額 

35,000,000×0.050×
８

12
＝1,166,666円 

⑶ 償却超過額 

2,000,000－1,166,666＝833,334円 

３．機 械 

 ⑴ 償却限度額 

(2,900,000＋85,600)×0.200＝597,120円≧4,000,000×0.06552＝262,080円 

∴ 597,120×
８

12
＝398,080円 

 ⑵ 償却超過額 

600,000－398,080＝201,920円 

４．一括償却資産 

 ⑴ 損金算入限度額 

2,700,000×
８

36
＝600,000円 

 ⑵ 損金算入限度超過額 

０－600,000＝△600,000 

   600,000円＜2,700,000－2,700,000×
４

36
＝2,400,000円  ∴ 600,000円（認 容） 

  



（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

減 価 償 却 超 過 額 

（建 物 Ｃ） 

（機   械） 

833,334

201,920

833,334

201,920

 

減
算 

減 価 償 却 超 過 額 認 容 

（建 物 Ｂ） 

一括償却資産損金算入限度超過額 

300,000

600,000

300,000

600,000

 

 

 

問題５ 適格合併があった場合の貸倒引当金・合併法人 

 

⑴ 期末一括評価金銭債権 

200,000,000円 

⑵ 貸倒実績率 

※１8,172,000×
12

68
 

※２1,190,310,000÷6
＝0.00726… → 0.0073 

  ※１ 552,000＋635,000＋2,553,000＋1,242,000＋1,965,000＋1,225,000＝8,172,000円 

  ※２ 237,200,000＋256,300,000＋238,800,000＋179,410,000＋167,160,000＋111,440,000 

⑶ 実質的に債権とみられない金額（簡便法） 

200,000,000×※0.044＝8,800,000円 

※ 
8,000,000＋10,200,000＋7,400,000＋8,900,000

218,800,000＋228,600,000＋164,600,000＋171,100,000
＝0.0440… → 0.044 

⑷ 繰入限度額 

① 200,000,000×0.0073＝1,460,000円 

② (200,000,000－8,800,000)×
８

1,000
＝1,529,600円 

③ ①＜②  ∴ 1,529,600円 

⑸ 繰入超過額 

3,000,000－1,529,600＝1,470,400円 

⑹ 繰入超過額認容 

  870,000＋680,000＝1,550,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算一 括 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 1,470,400 1,470,400

 

減
算一括貸倒引当金繰入超過額認容 1,550,000 1,550,000  

 



問題6 非適格合併等による移転資産等に係る調整勘定 

 

１．差額負債調整勘定 

⑴ 差額負債調整勘定の計上額 

（40,000,000＋20,000,000＋90,000,000）－25,000,000－20,000,000－60,000,000＝45,000,000円 

⑵ 益金算入額 

  45,000,000×
12

60
＝9,000,000円 

２．退職給与債務引受額負債調整勘定の益金算入額 

  20,000,000÷10＝2,000,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

差額負債調整勘定の益金算入額 

退職給与債務引受額負債調整勘定

の 益 金 算 入 額 

9,000,000

2,000,000

9,000,000

2,000,000

 

減
算

 

 
 

 

 

問題7 適格現物出資 
 

⑴ 会社計上の簿価 

60,000,000円 

⑵ 税務上の簿価 

(75,000,000＋660,000－9,000,000)＋475,000＝67,135,000円 

⑶ 計上もれ 

⑵－⑴＝7,135,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算Ａ 社 株 式 計 上 も れ 7,135,000 7,135,000

 

減
算減 価 償 却 超 過 額 認 容 660,000 660,000

 

 
 

問題8 適格現物出資 

 

⑴ 会社計上の簿価 

50,000,000円 

⑵ 税務上の簿価 

(68,000,000＋※11,028,000)－60,000,000＝19,028,000円 

  



 ＊① 償却率の改訂 

    0.058×
11

12
＝0.054（小数点以下３位未満切上） 

  ② 償却限度額 

    20,000,000×0.9×0.054＝972,000円 

  ③ 償却超過額 

    1,000,000－972,000＝28,000円 

  ④ 税務上帳簿価額 

   12,000,000－1,000,000＋28,000＝11,028,000円 

⑶ 過大計上 

⑴－⑵＝30,972,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算  

 

減
算Ａ 社 株 式 過 大 計 上 30,972,000 30,972,000

 

 

問題9 現物分配 
 

⑴ 会社計上の簿価 

32,500,000円 

⑵ 税務上の簿価 

8,000,000円 

⑶ 過大計上 

⑴－⑵＝24,500,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

  

減
算

Ｂ 社 株 式 過 大 計 上 

適格現物分配に係る益金不算入額 

24,500,000

8,000,000

24,500,000  

※ 8,000,000 

 

  



問題10 株式交換等（交付金なし） 
 

⑴ 会社計上の簿価 

12,900,000円 

⑵ 税務上の簿価 

  12,900,000＋74,500＝12,974,500円 

⑶ 計上もれ 

⑵－⑴＝74,500円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

Ｂ 社 株 式 計 上 も れ 74,500 74,500
 

減
算

  

 

 

問題11 株式交換等（交付金あり） 
 

⑴ 会社計上の簿価 

24,500,000円 

⑵ 税務上の簿価 

  85,500,000円 

⑶ 計上もれ 

⑵－⑴＝61,000,000円 

 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算Ｂ 社 株 式 計 上 も れ 61,000,000 61,000,000

 

減
算
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Chapter ２ グループ法人税制 

 

問題１ 譲渡損益（非減価償却資産） 
 

１．Ｘ土地(繰入れ) 

⑴ 判 定 

   62,000,000円≧10,000,000円  ∴ 該 当 

⑵ 繰 入 

   95,000,000－62,000,000＝33,000,000円 

２．Ｙ土地(戻入れ) 

  55,000,000－31,000,000＝24,000,000円 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

譲 渡 損 益 調 整 勘 定 戻 入 額 

     ( Ｙ  土  地 ) 24,000,000 24,000,000
 

減
算

譲 渡 損 益 調 整 勘 定 繰 入 額 

     ( Ｘ  土  地 ) 33,000,000 33,000,000
 

 

 

問題２ 譲渡損益（減価償却資産） 
 

⑴ 判 定 

  15,000,000円≧10,000,000円  ∴ 該 当 

⑵ 繰 入 

  15,000,000－12,500,000＝2,500,000円 

⑶ 戻 入 

① 2,500,000×
1,200,000

12,500,000
＝240,000円 

② 2,500,000×
９

８×12
＝234,375円 

③ ①＞②  ∴ 240,000円 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

譲 渡 損 益 調 整 勘 定 繰 入 額 

     ( 機 械 装 置 ) 2,500,000 2,500,000
 

減
算

譲 渡 損 益 調 整 勘 定 戻 入 額 

     ( 機 械 装 置 ) 240,000 240,000
 

 

  



問題３ 寄附金（基本） 
 

⑴ 支出寄附金 

 ① 一般寄附金 

   65,000,000円 

 ② 完全支配関係がある法人 

   15,000,000円 

 ③ 合 計 

   ①＋②＝80,000,000円 

⑵ 損金算入限度額 

 ① 資本基準額 

   150,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝375,000円 

 ② 所得基準額 

   (88,000,000＋⑴③)×
2.5

100
＝4,200,000円 

 ③ (①＋②)×
1

４
＝1,143,750円 

⑶ 損金不算入額 

 ① 完全支配関係がある法人 

   15,000,000円 

 ② ①以外 

   ⑴③－⑴②－⑵＝63,856,250円 

 ③ ①＋②＝78,856,250円   

 

 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

  

減
算   

仮    計 88,000,000 ××× ××× 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 78,856,250 78,856,250 

 

  



問題４ 譲渡損益（低額譲渡等） 
 

 

１．譲渡損益調整資産の譲渡損益 

⑴ 判 定 

 ① Ｂ土地 

30,000,000円≧10,000,000円  ∴ 該 当 

  ② Ｃ土地 

    20,000,000円≧10,000,000円  ∴ 該 当 

  ③ Ｄ土地 

     5,000,000円＜10,000,000円  ∴ 非該当 

⑵ 繰 入 

 ① Ｂ土地 

100,000,000－30,000,000＝70,000,000円 

  ② Ｃ土地 

    30,000,000－20,000,000＝10,000,000円 

２．寄附金の損金不算入 

 ⑴ Ｂ土地 

 100,000,000－50,000,000＝50,000,000円 

⑵ Ｃ土地 

  30,000,000－０＝30,000,000円 

⑶ Ｄ土地 

   10,000,000－０＝10,000,000 円 

 ⑷ 合 計 

   ⑴＋⑵＋⑶＝90,000,000 円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

  

減
算 

譲 渡 損 益 調 整 勘 定 繰 入 額 

（Ｂ土地） 

（Ｃ土地） 

70,000,000

10,000,000

70,000,000

10,000,000

 

仮    計 100,000,000 ××× ××× 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 90,000,000 90,000,000 

 

  



問題5 寄附金（子会社支援損との関係） 
 

⑴ 支出寄附金 

 ① 一般寄附金 

   4,200,000 円 

 ② 完全支配関係がある法人 

   25,000,000 円 

 ③ 合 計 

   ①＋②＝29,200,000 円 

⑵ 損金算入限度額 

 ① 資本基準額 

   400,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝1,000,000 円 

 ② 所得基準額 

   (92,000,000＋⑴③)×
2.5

100
＝3,030,000 円 

 ③ (①＋②)×
1

４
＝1,007,500 円 

⑶ 損金不算入額 

 ① 完全支配関係がある法人 

   25,000,000 円 

 ② ①以外 

   ⑴③－⑴②－⑵＝3,192,500 円 

 ③ ①＋②＝28,192,500 円 

 

 

  



問題６ みなし配当（完全支配関係のある法人からのもの） 

１．有価証券の譲渡損益 

⑴ みなし配当 

  （2,500－2,400）×1,000＝100,000円 

⑵ 有価証券譲渡損益 

① 会社計上の譲渡益 

（2,500×1,000－100,000）－2,000×1,000＝400,000円 

② 税務上の譲渡益 

０ 

③ 過大計上 

    400,000－０＝400,000円 

２．受取配当等の益金不算入 

⑴ みなし配当 

   100,000円 

⑵ 配当等の額（完全子法人株式等） 

   100,000円 

⑶ 益金不算入額 

    100,000円 

 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算

  

減 

算 

Ａ 社 株 式 譲 渡 益 否 認 

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額 

400,000

100,000

400,000  

※ 100,000 
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Chapter ３ 連結納税制度 

 

問題１ 受取配当等 
 

１．受取配当等 

⑴ 受取配当等の益金不算入額 

 ① 配当等の額 

(イ) 完全子法人株式等  2,300,000円 

  (ロ) 関係法人株式等 

1,200,000＋700,000＋120,000＝2,020,000円 

   (ハ) その他株式等 

450,000＋50,000＝500,000円 

 ② 益金不算入額 

(イ) 完全子法人株式等   

2,300,000円 

  (ロ) 関係法人株式等 

2,020,000－153,000＝1,867,000円 

   (ハ) その他株式等 

(500,000－276,000)×50％＝112,000円 

  (ニ)  (イ)＋(ロ)＋(ハ)＝4,279,000円 

⑵ 個別帰属額 

 ① 当 社 

(イ) 完全子法人株式等  2,300,000円 

  (ロ) 関係法人株式等 

    1,867,000×
1,200,000＋700,000

2,020,000
＝1,756,089円 

  (ハ) その他株式等 

    112,000×
450,000

500,000
＝100,800円 

  (ニ)  (イ)＋(ロ)＋(ハ)＝4,156,889円 

 ② Ａ 社 

(イ) 関係法人株式等 

    1,867,000×
120,000

2,020,000
＝110,911円 

(ロ) その他株式等 

     112,000×
50,000

500,000
＝11,200円 

  (ハ)  (イ)＋(ロ)＝122,111円 

２．法人税額控除所得税額 

⑴ 所得税額 

① 当 社 



 460,000＋240,000＋140,000＋90,000＝930,000円 

② Ａ 社  

24,000＋10,000＝34,000円 

  ③ ①＋②＝964,000円（控除） 

 ⑵ 復興特別所得税額 

① 当 社  

9,660＋5,040＋2,940＋1,890＝19,530円 

② Ａ 社 

  504＋210＝714円 

  ③ ①＋②＝20,244円 

 ⑶ 合 計 

① 当 社  

930,000＋19,530＝949,530円 

② Ａ 社  

34,000＋714＝34,714円 

  ③ ①＋②＝984,244円（仮計下・加算社外流出） 

                                     （単位：円） 

 項     目 当  社 Ａ  社 合  計 

加
算  

 

減
算受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額 4,156,889 122,111 4,279,000 

仮    計 ××× ××× ××× 

法 人 税 額 控 除 所 得 税 額 949,530 34,714 984,244 

 

 

問題２ 貸倒引当金 
 

１．Ａ 社 

⑴ 期末一括評価金銭債権 

60,000,000－6,000,000＝54,000,000円 

 

⑵ 貸倒実績率 

(360,000＋250,000＋342,000)×
12

36

{（58,000,000－20,000,000）＋45,000,000＋57,000,000}×
１

３

＝0.0068 

⑶ 実質的に債権とみられない金額 

  700,000円 

⑷ 繰入限度額 

 ① 54,000,000×0.0068＝367,200円 



 ② （54,000,000－700,000）×
８

1,000
＝426,400円 

 ③ ①＜②  ∴ 426,400円 

⑸ 繰入超過額 

500,000－426,400＝73,600円 

２．Ｂ 社 

⑴ 期末一括評価金銭債権 

45,000,000－5,000,000＝40,000,000円 

⑵ 貸倒実績率 

(162,000＋288,000＋218,000)×
12

36

{35,000,000＋33,000,000＋（43,000,000－10,000,000）}×
１

３

＝0.00661 → 0.0062 

⑶ 繰入限度額 

40,000,000×0.0062×
２

４
＝124,000円 

⑷ 繰入超過額 

400,000－124,000＝276,000円 

３．合 計 

  73,600＋276,000＝349,600 円 

                                     （単位：円） 

 項     目 当  社 Ａ  社 合  計 

加
算一 括 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 73,600 276,000 349,600 

減
算   

 

 

 

問題3  租税公課 
 

【別表四】 

                                     （単位：円） 

 項     目 Ａ 社 Ｂ 社 合 計 

加
算 

損 金 計 上 法 人 税 

損 金 計 上 住 民 税 

損 金 計 上 納 税 充 当 金 

損金計上連結法人税個別帰属額 

15,000,000

2,700,000

25,500,000

750,000

2,400,000

3,600,000

15,000,000 

3,450,000 

27,900,000 

3,600,000 

減
算

納 税 充 当 金 支 出 事 業 税 等 

益金計上連結法人税個別帰属額 

3,600,000

3,600,000

1,050,000 4,650,000 

3,600,000 
 

  



問題４ 寄附金 

 

１．寄附金の損金不算入額 

⑴ 支出寄附金 

① 完全支配関係がある法人  1,000,000円 

② ①以外 

(イ) 指定寄附金等 

500,000＋400,000＝900,000円 

(ロ) 特定公益増進法人等 

200,000円 

(ハ) 一般寄附金 

750,000＋50,000＝800,000円 

(ニ) (イ)＋(ロ)＋(ハ)＝1,900,000円 

③ 合 計 

   ①＋②＝2,900,000円 

⑵ 損金算入限度額 

① 一般寄附金の損金算入限度額 

(イ) 資本基準額 

150,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝375,000円 

(ロ) 所得基準額 

(124,000,000＋2,900,000)×
2.5

100
＝3,172,500円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
１

４
＝886,875円 

 ② 特別損金算入限度額 

(イ) 資本基準額 

150,000,000×
12

12
×

3.75

1,000
＝562,500円 

(ロ) 所得基準額 

(124,000,000＋2,900,000)×
6.25

100
＝7,931,250円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
１

２
＝4,246,875円 

⑶ 損金不算入額 

① 完全支配関係がある法人に対するもの  1,000,000円 

② ①以外 

1,900,000－900,000－※200,000－886,875＝△86,875→ ０ 

※ 200,000円＜4,246,875円  ∴ 200,000円 

③ ①＋②＝1,000,000円（加算社外流出） 

２．個別帰属額 

⑴ 完全支配関係がある法人に対するもの 

当 社  1,000,000円 



⑵ ⑴以外 

   ０ 

 ⑶ 合 計 

  ① 当 社  1,000,000円 

  ② Ａ 社  ０ 

                                     （単位：円） 

 項     目 当  社 Ａ  社 合  計 

加
算  

 

減
算 

  

仮    計 ××× ××× 124,000,000 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 1,000,000 1,000,000 

 

問題５ 交際費等 
 

１．交際費等の損金不算入額 

⑴ 支出交際費等 

1,950,000＋2,470,000＋937,000＋4,700,000＝10,057,000円 

⑵ 損金算入限度額 

① 10,057,000円＞6,000,000×
12

12
＝6,000,000円  ∴ 6,000,000円 

② 6,000,000×90％＝5,400,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝4,657,000円（加算社外流出） 

２．個別帰属額 

 ⑴ 当 社 

   4,657,000×
1,950,000

10,057,000
＝902,968円 

 ⑵ Ａ 社 

   4,657,000×
10,057,000－1,950,000

10,057,000
＝3,754,032円 

                                    （単位：円） 

 項     目 当  社 Ａ  社 合  計 

加
算交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額 902,968 3,754,032 4,657,000 

減
算   

 

 

  



  

問題６ 総合問題 
 

【課税所得の計算】                                （単位：円） 

 Ａ 社 Ｂ 社 Ｃ 社 合 計 

当期純利益 140,000,000 310,000,000 29,500,000 479,500,000 

 

加 

 

算 

 

一括貸倒引当金繰入超過額 4,000,000 3,000,000 1,500,000 8,500,000 

交際費等の損金不算入額 8,030,000 4,380,000 2,190,000 14,600,000 

   

   

小 計 12,030,000 7,380,000 3,690,000 23,100,000 

 

減

算 

受取配当等の益金不算入額 23,020,000 6,880,000 40,000 29,940,000 

受 贈 益 の 益 金 不 算 入 額 10,000,000 10,000,000 

譲渡損益調整勘定繰入額 25,000,000  25,000,000 

   

小 計 48,020,000 6,880,000 10,040,000 64,940,000 

仮 計 104,010,000 310,500,000 23,150,000 437,660,000 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 10,353,000 176,500 88,250 10,617,750 

法 人 税 額 控 除 所 得 税 額 4,798,700 1,429,400 20,420 6,248,520 

   

連結所得金額 119,161,700 312,105,900 23,258,670 454,526,270 

 

【計算過程】 

１．受取配当等に関する事項 

１．受取配当等の益金不算入額 

⑴ 配当等の額 

① 完全子法人株式等（Ｂ社株式及びＣ社株式） 

20,000,000＋5,000,000＝25,000,000円 

② 関係法人株式等（Ｄ社株式） 

3,000,000＋2,000,000＝5,000,000円 

③ その他株式等（Ｅ社株式） 

500,000＋100,000＝600,000円 

⑵ 益金不算入額 

① 完全子法人株式等 

25,000,000円 

② 関係法人株式等 

5,000,000－300,000＝4,700,000円 

③ その他株式等 

(600,000－120,000)×50％＝240,000円 

④ ①＋②＋③＝29,940,000円 

 
 



２．個別帰属額 

 ⑴ Ａ 社 

  ① 完全子法人株式等 

    20,000,000円 

  ② 関係法人株式等 

    4,700,000×
3,000,000

5,000,000
＝2,820,000円 

  ③ その他株式等 

    240,000×
500,000

600,000
＝200,000円 

  ④ ①＋②＋③＝23,020,000円 

 ⑵ Ｂ 社 

  ① 完全子法人株式等 

    5,000,000円 

② 関係法人株式等 

    4,700,000×
2,000,000

5,000,000
＝1,880,000円 

  ③ ①＋②＝6,880,000円 

 ⑶ Ｃ 社（その他株式等） 

   240,000×
100,000

600,000
＝40,000円 

 

 

２．所得税等に関する事項 

１.法人税額控除所得税額 

⑴ 所得税額 

① Ａ 社 4,700,000円 

② Ｂ 社 1,400,000円 

  ③ Ｃ 社 20,000円 

  ④ ①＋②＋③＝6,120,000円（控除） 

 ⑵ 復興特別所得税額 

① Ａ 社 98,700円 

② Ｂ 社 29,400円 

  ③ Ｃ 社 420円 

  ④ ①＋②＋③＝128,520円 

 ⑶ 合 計 

① Ａ 社 4,700,000＋98,700＝4,798,700円 

② Ｂ 社 1,400,000＋29,400＝1,429,400円 

  ③ Ｃ 社  

20,000＋420＝20,420円 

  ④ ①＋②＋③＝6,248,520円（仮計下） 

 



３．貸倒引当金に関する事項 

１．Ａ 社 

⑴ 繰入限度額  16,000,000円 

⑵ 繰入超過額 

20,000,000－16,000,000＝4,000,000円 

２．Ｂ 社 

⑴ 繰入限度額  12,000,000円 

⑵ 繰入超過額 

15,000,000－12,000,000＝3,000,000円 

３．Ｃ 社 

⑴ 繰入限度額  4,500,000円 

⑵ 繰入超過額 

6,000,000－4,500,000＝1,500,000円 

４．合 計 

  4,000,000＋3,000,000＋1,500,000＝8,500,000円 

 

 

４．寄附金に関する事項 

１．寄附金の損金不算入額 

⑴ 支出寄附金 

① 完全支配関係がある法人  10,000,000円 

② ①以外（その他の寄附金） 

 2,000,000＋1,000,000＋500,000＝3,500,000円 

③ 合 計 

①＋②＝13,500,000円 

⑵ 損金算入限度額（一般寄附金の損金算入限度額） 

① 資本基準額 

100,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝250,000円 

② 所得基準額 

(437,660,000＋13,500,000)×
2.5

100
＝11,279,000円 

③ （①＋②)×
１

４
＝2,882,250円 

 ⑶ 損金不算入額 

  ① 完全支配関係がある法人に対するもの  10,000,000円 

  ② ①以外 

    13,500,000－10,000,000－2,882,250＝617,750円 

  ③ ①＋②＝10,617,750円 

 

  



 

２．個別帰属額 

⑴ 完全支配関係がある法人に対するもの  

Ａ 社  10,000,000円 

⑵ ⑴以外 

① Ａ 社 

617,750×
2,000,000

3,500,000
＝353,000円 

② Ｂ 社 

617,750×
1,000,000

3,500,000
＝176,500円 

③ Ｃ 社 

617,750×
500,000

3,500,000
＝88,250円 

 ⑶ 合 計 

  ① Ａ 社 

    10,000,000＋353,000＝10,353,000円 

  ② Ｂ 社  176,500円 

  ③ Ｃ 社  88,250円 

 

 

５．交際費等に関する事項 

１．交際費等の損金不算入額 

⑴ 支出交際費等 

11,000,000＋6,000,000＋3,000,000＝20,000,000円 

⑵ 損金算入限度額 

① 20,000,000円＞6,000,000×
12

12
＝6,000,000円  ∴ 6,000,000円 

② 6,000,000×90％＝5,400,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝14,600,000円 

２．個別帰属額 

 ⑴ 連結親法人Ａ社 

   14,600,0000×
11,000,000

20,000,000
＝8,030,000円 

 ⑵ 連結子法人Ｂ社 

   14,600,000×
6,000,000

20,000,000
＝4,380,000円 

 ⑶ 連結子法人Ｃ社 

   14,600,000×
3,000,000

20,000,000
＝2,190,000円 

 

 



６．連結法人間取引に関する事項 

⑴ 判 定 

57,000,000円≧10,000,000円  ∴ 該 当 

⑵ 繰 入 

25,000,000円 

 

 

 

 


